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研究要旨 

本研究は、第２期がん対策推進基本計画から定められているがん対策の進捗評価指標について、第

3 期のがん対策推進基本計画に盛り込まれた事項を反映させつつ、また前回に行われた評価の課題を

取り入れて改善していくために、必要な科学的検討を行うことが目的である。また今後の発展のため

に、Web 調査の実施可能性や質問紙の改訂における影響を検証し、それを反映さえた経年比較などを

行っていくことが必要である。さらには、がん教育や小児患者体験調査など測定が困難なためにこれ

まで未測定となっていた指標を測定するとともに、今後に資するように、以前のデータの再解析を行

うことも求められてきた。また都道府県がん対策推進計画に関する情報収集を行うとともに、数理モ

デルの可能性について検討を行った。これらをもとにして、今後の適切ながん対策の評価を目指す。 
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A. 研究目的 

 第２期がん対策推進基本計画よりがん対策は指

標を設定して進捗管理を行っていくことが定めら

れており、平成 30 年 3 月に最終決定した第３期が

ん対策推進基本計画においてもがん対策の評価は

同様の評価を行っていくとされている。第 2 期の

がん対策新進基本計画中間報告書においては患者

体験調査をはじめとする各種調査やデータ源によ

り設定された指標の測定を行ってきたが、その過

程で改善すべき課題や、捕捉できていない事項、

あるいは測定が困難な指標や小児などの対象など

が課題として挙げられてきた。 

 本研究は、厚生労働省の委託事業として進めら

れている患者体験調査を円滑に実施していくこと

に資する検証・解析などを行うこと、また厚生労

働省が準備するがん対策推進基本計画の中間評価

指標に関してこれまでの指標の見直しなども含め

て、科学的見地から情報を提供することとも視野

に入れつつ各種研究・調査を進めている。すでに

明らかになっている課題としては、a)指標の見直

し・患者体験調査、b)未測定指標の測定（がん教育、

小児患者体験調査）、c)都道府県との連携、d) 前回

患者体験調査の詳細解析 e)がん対策評価におけ

る数理モデルの活用や統計との連携、が計画され

ており、それぞれのテーマにおいて進めていくこ

とを目的とする。 



5 

 

 

B. 研究方法 

 

a) 指標の見直し・患者体験調査関連 

＜指標の見直し＞ 

見直しに関しては指標のうち特に問題となった

経済的負担を測定する指標と、社会的な孤立を測

定する指標について中心的に行った。経済的負担

は主観的負担ではなく客観的事項について聴取す

ることを趣旨として、「費用負担が原因で治療が

変更されたかどうか」という質問であらわしてき

たが、「変更された」という回答は 2.8％であり、

保険医療内では、0.68％と非常に低い状況であった

ことから、患者の負担感、困り具合に比して感度

が低い可能性もあることや、治療を変更しないた

めに大きく生活が影響されるとこともある、との

指摘があった。もう一つ、患者体験の重要な課題

である社会的な孤立を測定するために、この概念

に具体的に結びついた、「余計な気を使われてい

ないか」という質問が作られたが、少し限定的す

ぎないかという指摘があったため、より他の質問

を探ることとなった。そこで、患者の様々な課題

を相談する立場にあるがん専門相談支援員の意見

から見直しを行うことが考えられ、がん専門相談

員 11 名に対してフォーカス・グループ・インタビ

ューを実施、経済的困窮と患者が孤立する状態の 2

つの問題に関して検討した。またさらに、病院で

はない場におけるがん患者の経済的な負担状況や

孤立状況に関する情報を網羅的に把握するため、

がん関連の患者支援団体を通して調査協力を呼び

かけ、協力の得られた 4 支援団体、4 名に対して、

約 90 分のフォーカス・グループ・インタビューを

実施した。 

 

＜患者体験調査＞ 

患者体験調査の方法論についての検討として、

以下の 3 点を検討した。 

 一つは、Web 調査を用いた患者体験調査の実施

可能性である。ここではインターネット調査に登

録されたがん患者を対象として、実際に用いる患

者体験調査の質問紙を使って 1 群に対して Web 調

査を、他の１群に対しては郵送による質問紙調査

を行った。この回答傾向を比較することで、今後

の Web 調査の代替性について検討した。 

 二つ目は患者回答の正確性である。患者の状態は
患者に訊ねるのが最も適切であることは論を待た
ないが、医学的な知識の必要な事柄についてはそ
の検証は必要になる。今回の患者体験調査は、対
象者の一部に対して調査依頼分の中で施設から得
た情報とリンクして解析を行う旨の説明を行い、実
際の回答者と院内がん登録とリンクした情報で情
報正確性を年齢・性別・ステージについて行った。 

3 つ目は選択肢変更の影響である。これは 5 択の

選択肢の中立回答「どちらでもない」を前回の調

査では 3 番目に置き、肯定回答 2 段階、否定回答 2

段階としていたのに、肯定選択肢のばらつきをと

らえる目的で、今回は下から２番目とし、肯定回

答を３段階に増やして額回答 1 段階としていた。

その影響を、ランダムに割り付けた質問紙で検討

した。 

 

b) 未測定指標・未測定対象患者への測定 

＜小児がんの患者体験調査＞ 

小児がん患者を対象とした患者体験調査の設計

をするために、１）サンプリング方法、２）調査

票について、患者会の関係者等からのインタビュ

ーによる意見収集、がん対策推進協議会での検討

を行った。年齢別に質問紙の説明の構成や回答者

の想定、郵送の仕方、回答者は本人なのか保護者

なのか、サンプルの除外などの調整をするべきか、

など様々な論点から検討がなされた。また、成人

に対する患者体験調査に対応する事項を小児の状

況に適合させた質問に変換し質問紙を作成した。 

サンプルの個人情報保護の観点からは、同一施

設内で３人以下の施設は対象外とすることや、郵

送調査における送付先の宛名をどのように表現す

るか、などの検討を行った。適切な質問を策定し、

パイロット調査を行うことで今後の患者体験調査

の基礎とすることとした。 

 

＜がん教育＞ 

 がん教育についても指標としては学校の児童に

対して、がんに関する知識レベルを問う検討を行

ったものの、学校への調査が被調査者の負担にな

るとの懸念から見送られた経緯がある。ただ、独

立にアンケート調査を行うことは困難であったも

のの、文部科学省が行っている、がんの教育総合

支援事業の担当部署である初等中等教育局健康教

育・食育課がん教育推進係が取りまとめている事

業実施校の児童生徒を対象としたアンケート結果

のうち、平成 28 年度版データの提供を受けた。こ

れをアンケート調査は平成 28 年度のモデル校 172

校（24 道県 2 市）のデータを、小学校 7 道県、中

学校 20 道県、高等学校 19 道県の校種別に層化し

て解析を行った。 

 また、同時に外部講師の活用整備を進めるうえ

での課題を抽出するために、毎年検討の場を設け、
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その中から重要な要素を抽出して内容分析を行っ

た。具体的には平成 30 年 12 月 14 日には、9 県の

教育委員会がん教育担当指導主事ならびにがん対

策担当課職員を各 1 名招聘してワークショップ、

令和元年 11 月にも 47 都道府県教育委員会行政担

当者を対象として「行政担当者のためのがん教育

セミナー」を実施している。その内容を深めて、

行政担当者の中でがん対策担当者と教育担当者の

連携の在り方や工夫などの情報共有を行い、内容

分析などを含めて分析を行った。 

 

c) 都道府県におけるがん対策進捗評価との連携 

 都道府県も本年がん対策推進計画を策定する年

にあたっており、青森県、大阪府、沖縄県の様子

を連携して検討した。青森県は過去 10 年以上にわ

たってがん年齢調整死亡率が全国で最も高く、効果

的ながん対策が大きな課題である。また沖縄県は過

去に独自の患者体験調査を行い、上記の経済的な負

担においても、さまざまな指標を用いて検討を行っ

ている。大阪府では、指標として公的統計を使った

モニタリング指標の検討を行い、それらを国の指標

と合わせて使用していくことを計画している。まだ

研究結果といえる成果は特にないものの、今後も連

携をしながら県間の比較などにデータを使用して

いくことの検討が行われた。 

沖縄県においては、国のがん対策推進基本計画

の指標を見直すために、ロジックモデルを用いて、

分野ごとにロジックモデルの表に落とし込む。そ

の上で、分野アウトカム、中間アウトカム、施策、

それぞれの指標について、検証した。そのうえで、

沖縄県のがん計画における評価指標を検討すると

いった情報共有を行った。 

 

d) 患者体験調査の再解析 

 患者体験調査は本研究班の前身である「がん対

策における進捗管理指標群の策定とその計測シス

テムの確立に関する研究」において、平成 26 年に

実施されたものを継続して解析を行った。今後の

患者体験調査を検討する上でウェイトの取り方な

どを検討していくとともに、検討の中で、患者医

療のアウトカムとして頻回に挙げられた「納得」

に関して検討を行った。 

 また、がん相談支援センターの役割が、経済的

な困窮・社会的孤立に対する相談が一つ重要な役

割であるとの考え方、その利用・知識とこれらの

要素の関連について前回データを再解析した。 

 

e) がん対策評価における数理モデルの活用 

現実の調査はすべての事象を調査により明らか

にすることは不可能であり、一定の調査結果をも

とに、様々な仮定下におけるシミュレーションを

行ってがん対策に役立てるということの可能性に

期待が寄せられている。そこで、今後のがん対策

評価に資するために、海外の事例については

PubMed および Internet 検索により “cancer 

control”, “simulation”, “microsimulation”等のキ

ーワードにより、がん対策に数理モデルを活用す

るための研究や実際に対策に実装された事例を収

集した。 

 

（倫理的配慮について） 

患者に対する質問紙調査については、成人、小児

ともに国立がん研究センター倫理審査委員会の審

査を受けて承認を受けた手法により実施している。

その他、個人情報の管理などについても厳重な注

意を払っている。 

 

C. 研究結果 

a) 指標の見直し・患者体験調査 

＜指標の見直し＞ 

経済的困窮があると感じられる事例や状況には、

保険の状況によって影響されること、また、生活

上の切り詰めや工夫として、貯金や食費、治療を

変更しないまでも途中で適宜省略する、未払い金

が発生するといった様々な影響点が挙げられた。

その中で、食費を削った、家族が進学を変更した、

貯金を切り崩した、などの一定程度広く当てはま

ると考えられる状況を選択して、患者体験調査に

おける、経済的困窮の状況が反映される事実につ

いて問う選択肢を用意する事とした。また孤立す

る状態と感じられる事例については、周囲に話す

ことができないなどの要素があげられた。これら

の結果から、既存の設問の選択肢と融合させ、想

定されるイメージをより回答者間で一致度の高い

ものにすることの重要性がうかがえた。 

こうして把握された、経済的困窮があると感じ

られる事例や状況、孤立する状態と感じられる事

例や状況について質問紙に反映させた。 

 さらに、米国の標準的な患者体験調査である、

CAHPS においてがん患者に特化した質問紙が開

発されたため、それを日本語版に翻訳し、インタ

ーネット調査会社の患者パネルにおいて試行する

ことで、その特性を検証した。この中からヒント

を得て、話しやすい医療者がいるか、また必要な

時に医療者が迅速に対応してくれたかといった質
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問を追加した。 

 

＜患者体験調査＞ 

・Web 調査と郵送調査の比較 

 Web 調査では回答管理がなされており回答をし

ないと次の問を答えられないなどの設定が可能な

ため回答の抜けなどは少ないものの、回答傾向が

質問紙方式と比較して異なる質問項目も存在した。

ただしあまりこれらの質問の性質に一貫性は無く

Random chanceによる差異である可能性が強いと

考えられたため、Web 調査を採用していくことは

可能と考えられる。 

 

・回答の正確性 

 性別については1人を除いて全員一致し、年齢に
ついても記入があるものについては98%で一致した
ものの、ステージ（病期）については、全体で、7
27人の回答中、ステージを回答したのが558名（わ
からない／無回答）、そのうち院内がん登録の情報
と一致したのは332名（59%）であった。患者は取扱
規約で説明されているためにUICCでコードされて
いる院内がん登録とある程度ずれがある可能性が
あるものの低い一致率であり、患者の自己申告に基
づくステージ情報の正確性については慎重に考え
るべきである。また他の情報について考えると、質
問紙を減らすためにもリンクで可能な情報はでき
るだけリンクしたほうが良いことも示唆される。 

 
・選択肢変更の影響評価調査 
選択肢の分布が変化した問い全部において、同じ

ポジティブの回答ではあるものの、平成 30年度（今

回）の形式の上位 3 選択肢の回答が平成 26 年（前

回）形式の上位２選択肢の回答よりも割合が高く

なった。またそれらの割合に回答の割合に有意差

(p<0.05)のあるものは、14/25問であった。一方で、

文言上のポジティブではなく、上位２選択肢の割

合を 2 群で比較すると、全ての質問で、平成 26 年

度形式での上位 2選択肢の割合が平成 30年度形式

の上位 2 選択肢の割合よりも多く、P=0.05 を基準

として有意差があるのは 22/25 問であった。これ

らの結果からは、両形式を文言上のポジティブ回

答として同一に扱うことも、上位 2 選択肢を同一

に扱うことも適切でないことが判明した。 

 

b) 未測定指標・未測定対象患者への測定 

＜小児がん＞ 

院内がん登録（2014 年 2016 年の 2 年間における

国指定がん診療連携拠点病院 434 施設＋小児がん

拠点病院 15 施設）から、小児がん（20 歳未満）

の患者を全数対象として抽出する方向とし、技術

的に可能であれば全数調査をした。（プライバシ

ー保護の観点から施設当たりの対象患者数が 3 名

以下の施設については、除外）。院内がん登録だけ

では、一部の小児専門病院が数施設入っていない

問題があるものの、がん登録なしでは正確なサン

プル対象が得られないことから院内がん登録とい

う明確なサンプルフレームを優先した。回答者に

関しては本人か保護者を中心とする代理人のみと

するかを検討したが、手続きの煩雑性などを考え

て、代理人を中心として検討をすることとした。

質問項目は、成人で設定されたカテゴリーに加え

て、海外の小児特有の質問項目を設定するための

参考となる情報を得て、小児独自のカテゴリー追

加についての検討も行った。診断・治療について

の本人への説明、情報提供、教育などに関する質

問の他、今後の調査につなげるための検討を行い、

項目を追加した。 

３年目には厚生労働省委託事業により調査を開

始した。97 施設からの参加協力を得られたが各施

設において倫理審査などにかなりの時間を要した

ため研究終了時には、回答用紙の返送までが行わ

れた。 

 

＜がん教育＞ 

 全国・道県別がん教育指標の推計値を示す。「早

期発見すれば、がんは治りやすい」について「正

しい」と回答した者の割合は、小学校 85.7％、中

学校 92.7％、高等学校 73.3％であった。「がんと健

康について、まず身近な家族から語ろうと思う」

について「そう思う」または「どちらかといえば

そう思う」と回答した者の割合は、小学校 80.1％、

中学校 79.1％、高等学校 57.3％であった。中でも、

「そう思う」と回答した者の割合は、小学校 51.5％、

中学校 39.1％、高等学校 27.7％であった。外部講

師活用の整備については、全 156 枚の付箋に書き

だされ、24 のコードが得られ、11 のサブカテゴリ

に分類された。 

c) 都道府県におけるがん対策進捗評価との連携 

都道府県のがん対策推進計画を検討するにあたり、

国のがん対策推進基本計画の目標として、死亡率

減少の数値目標が削除されたことは大きな波紋を

もたらしていた。都道府県は独自に目標値を定め

るかどうかを迫られることとなり、当研究班で連

携を想定している、青森、大阪府、沖縄県におい

ては、県第三次がん対策推進計で死亡率減少を、6

年後を目標に数値目標を入れることとした。国の

統計を使った指標によるモニタリングについては

継続的に検討し、適宜本研究班における解析を行
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っていく。 

 青森県の地域がん診療連携拠点病院の指定が見

直しされた原因は医師不足により指定要件を満た

せない状況が生じたためである。これは県がん対

策推進計画にも影響を及ぼすと考えられる。沖縄

県の第 3 次沖縄県がん計画に関して、ロジックモ

デルで策定した分野アウトカム、中間アウトカム、

個別施策の指標が含まれた。 

 

d) 患者体験調査の再解析 

 患者体験調査の再解析を可能とすることにより、

重みづけのやり方などを再検討した。他の付加情

報を使った推定の制度向上を図ることを引き続き

検討していくことが重要である。また、必要な付

加情報が今後患者体験調査において収集可能であ

るかどうかも検討していく必要がある。  

 相談支援のニーズと経済的な負担、社会的な孤
立の有無との関連を解析したところ、両者におい
て課題がある者の方が利用割合・相談支援センタ
ーを知っていると答えた割合が多いことから、ニ
ーズに照らして相談支援センターの認知割合が上
がることはうかがえた。十分な認知という意味で
は課題は残ると考えられるが、ニーズに応じた周
知活動をとる必要はあるかもしれない。 

 

e) がん対策評価における数理モデルの活用 

検索された論文の 8～9 割が 2010 年以降に発表さ

れた比較的新しい論文だった。2017 年以降に限る

と子宮頸がんにおいて HPV 感染やワクチンを扱

ったものが増加していた。最近の論文の特徴とし

て は 遺 伝 子 多 型 に 応 じ た 分 子 標 的 薬 の

Cost-Effectivenessなど「個別化医療（personalised 

medicine）」に関連した研究も増えている。また、

がん種や介入を限定したものだけでなく、予防医

療介入を比較するものなど、政策の優先順位付け

の意味合いで microsimulation model が活用され

る研究も発表されていた。Microsimulation のプロ

ジェクトとして主なものは、CISNET（米国）、

OncoSim(カナダ)などが見られた。 

 

 

D. 考察 

2018 年 10 月、2019 年 3 月に新しい国のがん対

策推進基本計画が閣議決定されたことによりこれ

らに合わせた新規の事項を取り入れた患者体験調

査を設計するとともに、前回課題とされた事項に

ついても意見交換、修正を行った。患者体験調査

自体は 2 年目に行われたが、Web 調査と質問紙の

比較においても将来的に Web 調査を導入する素地

ができたと考えられる。また、様々な文言や質問

紙の変更に関する影響に関する検討もインターネ

ット調査を活用しながら検証しつつ進めていく方

法もある程度確立したと考えられる。その中でも

前回と比較をするための選択肢変更の影響調査に

ついては比較係数を作成して調整する手法を開発

したが、ここでは正解が分からないという課題が

あり、今後の妥当な質問紙調査を研究していくた

めにはより詳細な調査・解析が必要になると考え

られる。 

患者体験調査はがん対策の効果を測定するため

にその受益者たる患者に直接、その体験を問うも

のであり、非常に重要視している。しかし一方で、

患者に質問紙を送付することに関する医療者の抵

抗感は根強いものがあり、現状のままでの調査継

続は、病院の協力を得る段階での回答率に問題が

残ってしまう。これは調査結果の代表性に対する

脅威となる。今後はより十分な工夫が必要と考え

られる。これは今後の課題として考えていく必要

がある。患者体験調査が十分な配慮のもとに実施

され、その効果等についても認知を得ることがで

きれば、抵抗感も少なくなると考えられる。その

工夫は積み上げていかなければならない。 

 がん教育は昨今の大きな話題であり、文科省の

事業を中心として進められている。しかし、疾病

に関する知識は、がん予防を強調しすぎると、が

んに罹患したものは予防を怠ったものであるとの

偏見につながったり、がん検診に関する過信はエ

ビデンスの確立していない検診の要望につながっ

たりする。本来、人体はブラックボックスであり、

単純な理屈の通りに行かないのが、疾病予防・対

策・医療であるという、いわば「答えが無いのが

正解」という身近でありながら特殊な事柄を、学

校教育で教えられるのか、という本質的な課題を

含んでいるものと考えられる。検診による過剰診

断の知識などは医療者であっても乏しいといわれ

ているし、それを実感するのはもっと難しい。現

状では、講師の確保に現場が苦労しているという

ことが明らかになっているが、この難しい内容を、

教育の専門家ではない、医師や医療者が教育でき

るのか、ということも併せて検討していかなけれ

ばならない。 

都道府県との連携については、本研究において

は情報交換にとどまりなかなかあるべき論の検
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討・提言には至らなかったが、今後のあるべき姿

については探っていかなければならない。患者体

験調査などの全国調査の中でのサブ解析としての

解析はサンプル数が十分ではないので、今後方針

などについてはより注意をしていく必要がある。 

 

E. 結論 

がん対策推進基本計画に定めるがん対策の評価

を科学的に実施できるように、がん対策評価の

様々な部分について検討を行ってきた。まず、重

要な部分を占める患者体験調査について、本研究

班では、質問紙設計、調査設計、解析などの様々

な段階で生ずる課題について検証を行いつつその

解釈に有用な解析を行ってきた。また、小児やが

ん教育などの、評価が難しい分野においても一定

の評価結果を出すとともに、今後の課題を明らか

にしてきた。 

評価の結果は中間評価などにも基礎資料とされ

ると考えられるが、がん対策評価は常に反映させ

てより効果的・効率的ながん対策をめざしていか

なければならない。研究班としてはそのための必

要なデータを迅速かつ的確に出していく役割を担

っていくことが求められる。 
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